様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　　　2月　　29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）みついすみともふぁいなんすあんどりーすかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 三井住友ファイナンス＆リース株式会社
（ふりがな）たちばな　まさき     
（法人の場合）代表者の氏名 橘 正喜      印   
住所　〒100-8287　東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

法人番号　　5010401072079　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2023
2 統合報告書2022

	公表日
	1 2023年　9月
2 2022年　9月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
[bookmark: OLE_LINK12]HOME > 企業情報 > 決算関連情報 > 統合報告書
https://www.smfl.co.jp/corporate/finance/integrated-report/
1 [bookmark: OLE_LINK13]統合報告書2023 P2,P3 SMFL Way、P14 価値創造プロセスhttps://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2023.pdf
2 [bookmark: OLE_LINK4]統合報告書2022 P8 目指す企業像とSDGs経営https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2022.pdf

	記載内容抜粋
	1 （P2）「SMFL Way」は、当社の経営理念、経営方針、価値観、基本姿勢を体系的に示したものです。Our Mission（私たちの使命）、Our Vision（私たちの目指す姿）、Our Value（私たちの価値）、Our Principle（私たちの基本姿勢）の4つの要素で構成されており、当社の使命・存在意義、当社が中長期で目指す姿・ありたい姿、全役職員で共有すべき価値観・判断基準、当社の企業活動の前提・土台となる基本姿勢を示しています。
（P3）Our Vision 私たちの目指す姿
● お客さまの最良のビジネスパートナー
● SDGs 経営で未来に選ばれる企業
● 社員のチャレンジと成長を応援する企業
● デジタル先進企業
（P14）“SMFLならでは”の「金融×事業×DX」ソリューションで社会価値と経済価値の双方の拡大を目指し、広くお客さまと社会の持続的な発展に貢献していきます。
＜インプット＞
・社会関係資本・人的資本・財務資本・知的資本・製造資本・自然資本
＜ビジネスモデル＞
「金融×事業×DX」×「マテリアリティ・SDGs注力項目」＋SMFL Way
2 （P8）なかでもOur Visionの一つに「デジタル先進企業」を掲げており、業務改善から営業支援までビジネスプロセスのデジタル化を専門部署と現場が一体となって取り組んでいます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会における決定に基づき公開




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画(2023～2025年度)
2 統合報告書2023
3 真の“DXトランスフォーマー”とは？ 金融データ活用が紡ぐ、ビジネス創造の未来
4 統合報告書2022

	公表日
	1 2023年　5月　12日
2 2023年　9月
3 2023年　8月　29日
4 2022年　9月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
1 [bookmark: OLE_LINK15]HOME > 企業情報 > SMFLについて > 中期経営計画https://www.smfl.co.jp/corporate/about/management-plan/
[bookmark: OLE_LINK5]中期経営計画(2023～2025年度)　P10 2030年目標と新中期経営計画、P14,P15 中計戦略の詳細　https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/about_management-plan_2023-2025.pdf
2 [bookmark: OLE_LINK16]④ HOME > 企業情報 > 決算関連情報 > 統合報告書https://www.smfl.co.jp/corporate/finance/integrated-report/
[bookmark: OLE_LINK6]統合報告書2023 P11 Top Message 2030年目標と中期経営計画（2023～2025年度）https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2023.pdf
[bookmark: OLE_LINK2]統合報告書2022 P23 SMFLの人材戦略/デジタル専門人材の活躍https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2022.pdf
3 HOME > SMFL Times > デジタル
[bookmark: OLE_LINK1]真の“DXトランスフォーマー”とは？ 金融データ活用が紡ぐ、ビジネス創造の未来https://www.smfl.co.jp/times/article/003064/

	記載内容抜粋
	1 （P10）＜中期経営計画(2023～2025年度)のテーマ＞
「幅広い金融機能を持つ事業会社」の強みを追求し、社会課題の解決に挑戦
＜戦略＞
●新たなコアビジネスの創造
●既存ビジネスの抜本的な変革
●更なる社会課題の解決
●経営基盤の確立
（P14）＜中計戦略02　既存ビジネスの抜本的な変革＞
●徹底した電子化
　・電子契約、自動審査システム活用などによる更なる効率化推進
　・営業データの蓄積・活用による効率的なターゲティング
（P15）＜中計戦略03　更なる社会課題の解決＞
●社会のトランスフォーメーションを牽引（GX、DX）
　・再エネ電源活用、省エネ化などによるお客さまの脱炭素化支援
　・デジタル分野での強みを活かし、お客さまの売上拡大や営業効率化をサポート
2 2つ目の「既存ビジネスの抜本的な変革」では、デジタルを活用することで既存ビジネスを深化させ、お客さまの利便性や資産の効率性を一段と向上させていきます。また、お客さまに対し、当社の持つさまざまな付加価値の高いソリューションを提供することで、経営課題を解決するプロフェッショナルな存在となって、お客さまに選ばれるパートナーを目指していきます。
3つ目の「更なる社会課題の解決」では、環境ビジネスの更なる発展に加え、モノを取り扱うリース会社の特長を活かし、サーキュラーエコノミーの実現に向けた事業展開やデジタル関連ビジネスの事業拡大を図ります。
3 データ活用の具体的な取り組み事例として、SMFLがベンダーリースの与信業務に導入している「AI自動審査システム」があります。2021年秋の刷新時に、企業情報や内部情報といったデータに対し、機械学習の手法を導入することにより、予測精度の飛躍的向上、審査の迅速化（最短で「数分」に）と与信可能対象の拡大を実現しました。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会における決定に基づき公開




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 中期経営計画(2023～2025年度)　P9　財務目標・非財務目標
2 統合報告書2023　P30　Organization～経営戦略実現に向けた最適かつ機動的な人員配置～
P31　Talent～社員のパフォーマンス最大化・プロフェッショナルの育成～
P34　DXの取り組み/DXのロードマップ
④　統合報告書2022 P23 SMFLの人材戦略/デジタル専
門人材の活躍

	記載内容抜粋
	1 非財務目標として以下を公表。
＜人的資本＞
教育費総額（2022年度2億円）の2025年度目標6億円
2 （P30）新中期経営計画における4つの戦略、「新たなコアビジネスの創造」「既存ビジネスの抜本的な変革」「更なる社会課題の解決」「経営基盤の確立」を進め、経営・部門戦略を実現するために、当社の成長を支える多様な人財を仲間に迎え、機動的かつ最適な人員配置を継続的に行っていきます。
＜人財の確保＞
4つの事業戦略を推進し、必要な人財を中長期で確保するために、人財確保策を強化しています。従来の新卒採用に加え、事業環境の変化・新たなコアビジネス創造への対応・多様性確保の観点から、キャリア採用を拡充し、部門ごとに必要な人財の確保に取り組んでいます。また、専門性の高い人財を獲得するために、デジタル分野のなかでも高い専門性とマーケットバリューを有している人財を認定・処遇するエキスパート職制度を導入しています。
（P31）＜人財育成＞教育投資、SMFLアカデミー
2022年10月、社内における学びの場、ラーニング・プラットフォームとして「SMFLアカデミー」を立ち上げました。
「SMFLアカデミー」の内容としては階層別、戦略別、テーマ別の研修のほか、より専門性が求めれられる人財の育成を目的として、「デジタルアカデミー」と「グローバルアカデミー」を立ち上げ、事業戦略のニーズに沿った、専門性の高い人財の育成に注力しています。
（P34）当社は、「SMFL Way」のOur Vision（私たちの目指す姿）に掲げる“デジタル先進企業”を目指すべく、デジタルをエッジとしたビジネスの変革に取り組んでいます。経験豊富なエンジニアが多数在籍し、DXソリューションを内製開発するとともに、営業・事務・コーポレートスタッフ各部の社員がそれぞれの現場で主体的にデジタル技術の利活用を企画・推進しています。
2030年にありたい姿として、「デジタルユビキタス企業」「デジタルをビジネスの柱とする企業へ」を掲げ、社内の業務改善（Stage1）、お客さま接点のデジタル化（Stage2）、内製開発SaaS を用いたお客さまのDX支援（Stage3）に、全社で取り組んでいます。
④（P23）2022年4月に新設されたDX推進部やデジタルラ
ボでは、デジタル専門人材による新規システム開発やDXの推進・支援・研究に取り組んでいます。
	　



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 中期経営計画(2023～2025年度)　P16　中計戦略の詳細
2 統合報告書2023　P34　DXの取り組み/DXのロードマップ

	記載内容抜粋
	1 ＜中計戦略04　経営基盤の確立＞
ICT：事業拡大やお客さまの多様なニーズに対応する次世代IT基盤の構築
2 AI-OCR（EasyOCR、決算書入力AI）を内製開発し、現場の8割超が利用するまでに浸透しています。
営業データ分析の高度化に向け、非対面営業と 訪問営業の情報をシームレスに管理し、可視化を可能とする SFA／CRMの構築に着手しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023

	公表日
	2023年　9月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
[bookmark: OLE_LINK17]HOME > 企業情報 > 決算関連情報 > 統合報告書https://www.smfl.co.jp/corporate/finance/integrated-report/
[bookmark: OLE_LINK7]統合報告書2023　P40　中期経営計画(2023～2025年度)　財務・非財務目標https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2023.pdf

	記載内容抜粋
	(2)の戦略達成の指標として下記を公表
＜非財務目標＞デジタル
電子契約件数（2022年度 1.6万件）の2025年度目標：4.2万件
（補足）(2)に戦略として記入の「●徹底した電子化」の取組の達成度を測る指標と位置付けている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年　9月
2 2023年　6月　27日

	発信方法
	当社ホームページにて公表。
1 [bookmark: OLE_LINK18]HOME > 企業情報 > 決算関連情報 > 統合報告書https://www.smfl.co.jp/corporate/finance/integrated-report/
[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK11][bookmark: OLE_LINK8]統合報告書2023 P10 Top Message 前中期経営計画（2020～2022年度）の振り返り
P11,P12 Top Message 2030年目標と中期経営計画（2023～2025年度）
P12 Top Message 人的資本経営
https://www.smfl.co.jp/corporate/assets/Integrated_Report_2023.pdf
2 [bookmark: OLE_LINK9]HOME > 企業情報 > トップメッセージhttps://www.smfl.co.jp/corporate/message/

	発信内容
	代表取締役社長が、統合報告書2023、当社HPトップメッセージにて、当社のDX戦略、及び推進等を図るための情報を発信している。
1 [bookmark: OLE_LINK10]（P10）Top Message 前中期経営計画（2020～2022年度）の振り返り
各部門でRPAを導入した業務効率化を進め、約36万時間に上る業務量をロボットに置き換えるとともに、デジタル専門部署による資産管理クラウドサービス「assetforce」の本格提供開始や AIを活用したサービスの展開など、デジタル関連ビジネスを深化させました。
（P11）Top Message 2030年目標と中期経営計画（2023～2025年度）
2023年4月に2030年に向けた長期目標「SMFL Way の実現」を掲げ、中期経営計画（2023～2025年度）（以下、新中計）をスタートしました。2030年目標の達成に向け、社会価値拡大・創造の観点から“ 社会課題の解決を通じた、豊かな社会づくりへの貢献と社会コストの低減”と、経済価値拡大の観点からは、これまでの成長トレンドを維持するべく“ 経常利益2,000億円”を掲げ、企業活動を通じて社会価値と経済価値の拡大をオーバーラップさせていきます。
（P12）Top Message 2030年目標と中期経営計画（2023～2025年度）
強固な財務基盤や安定的な資金調達を背景とした“ 金融機能”とこれまでのファイナンスで培ってきたモノやビジネスへの知見に株主・グループ会社との協働を活かした“事業展開”、そして内製開発を特徴とするデジタル人材を中心とした“DX”という強みを掛け合わせ、「SMFL ならでは」のビジネスを提供し、「SMFLブランド」を確立していきたいと思います。
（P12）Top Message 人的資本経営
キャリア開発については、研修制度 の 充実を企図し、 2022年10月に「SMFLアカデミー」を設立、研修体系をテーマ別に整理しました。語学およびデジタルは「グローバルアカデミー」「デジタルアカデミー」として体系的に学べる場としました。
2 当社HP　トップメッセージ
当社は今年度から新中期経営計画（2023 - 2025 ）をスタートさせました。気候変動、経済安全保障、地政学リスク、少子高齢化、人権問題、経済格差といった社会課題が山積する中で、持続可能な社会の実現に向けて正面から取り組む企業でありたい。その想いを実行するため、新中計では、社会課題を解決する新たなビジネスの創出や既存ビジネスの変革、新たなコアビジネスの確立を推進し、また、それを実現するため経営基盤の強化により、社会価値と経済価値のオーバーラップに取り組んでいきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　11月頃　～　2023年　12月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに入力している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　11月頃　～　2023年　12月頃


	実施内容
	・三井住友フィナンシャルグループ統一基準に基づき、年1回サイバーセキュリティアセスメントを全システム対象として実施。Three Lines of Defenseの第一線として、システム担当が記入。第二線として、システムリスク管理チームがレビュー。第三線として、監査部が監査実施。
・監査とは別で、社外公開システムは、システム改修時（改修ない場合でも年1回）、第三者であるセキュリティベンダーにて、脆弱性診断を実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

